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１．は じ め に
酪農学園大学では2005年度から，学長指定学内共
同研究「江別市の循環共生地域社会構想の策定」を
行っている。共同研究には，大学の研究室が学部・
学科の枠を超えた教員・学生はじめ，江別市役所の
関連部門の関係者が参加している?。研究の目的は，
江別市にある自然や農業を活かしながら，都市と農
村の融和した循環共生地域社会を形成するための構
想を検討することにある。「循環」と「共生」は，神
を愛し，土を愛し，人を愛すという「三愛精神」を
建学の精神として掲げる酪農学園大学のもうひとつ
の建学の精神「健土健民」ならびにそれを具体的な
方策として示した創立者，黒澤酉蔵先生による「循
環農法」が目指すものであり，地域における循環と
共生のあり方を検討することは，酪農学園大学の社
会的使命のひとつである。
昨年度の研究では，主として酪農学科，地域環境
学科の複数の研究室に所属する学部学生の卒業論文
研究として農林水産省農林水産バイオリサイクル研
究「システム化サブチーム」が作成した「バイオマ
ス資源循環利用診断モデル」（以下，モデルと記す）
を使用して，江別市におけるバイオマス利用の現状
を把握した。関係情報・データを収集して江別市内
のバイオマス循環の概要を図－1に示すようなフ
ローチャートを作成した。フローチャートの作成に
あたっては，農林水産省農林水産バイオリサイクル
研究「システム化サブチーム」による「バイオマス
資源循環利用診断モデル」（以下，モデルと記す）を
使用した。このモデルによるフローチャートは，地
域におけるバイオマスの流れの概要を把握すること
ができることから，適切なバイオマス資源の循環の
あり方を検討するための有用なプラットフォームと
なる。
フローチャートで対象としているバイオマス資源
は，家畜ふん尿，農作物残さ，食品加工・流通残さ，
林・水産廃棄物，生ごみ，生活系排水汚泥，資源作
物などで，主に農村地域で発生して再資源化が可能
な有機性資源全般とした。これらバイオマスの窒素
（Ｎ），リン（Ｐ），カリウム（Ｋ），炭素（Ｃ）発生
量や人口，農地面積，家畜頭数などの統計データに
よって江別市内のバイオマスの流れを示した。この
フローチャートをもとに，地域固有の情報やデータ
を調査し，追加することにより江別市に適合した理
想的なフローチャートについても作成した。
フローチャートからみた江別市のバイオマスの流
れの特徴は，次のとおりである。
① 「水田」で作られた作物の多くは江別市外に出
荷されている。
② 市内で排出される家畜の糞尿は，堆肥化（自
家処理）して利用している。
③ 「水田以外農地」では化学肥料や堆肥の購入な
ど，約半分が市外からのものであるが，一方地
域内での堆肥利用や副産物の還元などの地域内
の利用は約３割となっている。
④ 市内の畑，牧草地で作られた飼料作物が市内
の家畜のために多く使われている。
⑤ 廃棄される窒素の割合の大半は，食品産業か
らの生ごみ，汚泥である。
⑥ 人間から出る生活排水やし尿などに含まれる
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図－1 江別市のバイオマス フローチャート
窒素は，公共下水道にその多くが流出している。
江別市において地域内に持ち込まれる窒素量は，
購入飼料・敷料，化学肥料が大きな割合を占めた。
一方，地域外へ持ち出される主な窒素量は販売によ
る農畜産物などであった。利用されず廃棄されるバ
イオマスは，農地や家畜においては少なかったが，
家庭から排出される生ごみと食品産業からの有機性
汚泥が多いことがわかった。
このように江別市における窒素の流れは，「化学肥
料→農地→系外出荷」，「購入飼料→家畜→堆肥（農
家自家利用)→農地」などが多く，耕種と畜産との間
で飼料・敷料と堆肥を交換する耕畜連携が見られた。
また，農地や家畜から利用されずに廃棄されている
バイオマスは少なく農地での窒素は余剰していると
いう結果となったが，収支バランスがとれている範
囲内である。しかし，江別市は家畜の頭数が多く，
家畜のふん尿のほとんどを農地に還元していること
から，家畜のふん尿処理の実態調査を行って詳細な
データを診断モデルに組み込み，精度と信頼性を高
めることが必要になる。さらに利用されずに廃棄さ
れている生ごみと食品産業からの有機性汚泥量を資
源として利用することが課題である。
地球温暖化対策のひとつとして化石燃料の燃焼に
伴う二酸化炭素の排出を抑制しなければならないこ
となどから，今後さらに生物由来のバイオマス資源
の活用を拡大することが求められ，市民一人ひとり
の問題意識や行動が不可欠になる。地域住民がリサ
イクルや環境に対してどのような意識をもっている
のかを把握し，バイオマス利用を促進するために必
要な社会システムを検討するために市民に対するア
ンケートを実施した。
２．アンケートの方法
江別市は，札幌市に隣接する都市の側面をもつ一
方で，農業も盛んであり，土地面積のおよそ40％が
農地であり，稲作，畑作，酪農，肉用牛や施設園芸
など多彩な農業が行われている。人口は，1990年に
10万人を超え，現在ではおよそ12万人となってお
り，北海道内の自治体のなかで８番目の人口を抱え
ている。江別市の南西高台から北に連なる一帯の火
山灰埴土地帯は，明治維新の前後から肥沃な土地条
件から水田・酪農地帯として開拓されてきたが，最
近は，市街地形成が進んでいる。一方，低地に広が
る泥炭地帯も土壌改良によって耕地化され，石狩川
右岸一帯は，農産物生産地帯となっている。稲作，
畑作，酪農，肉用牛及び施設園芸など多彩な農業を
展開し，近年は春まき小麦「ハルユタカ」の初冬ま
き技術の確立により全国的に高い評価を得て，「江別
小麦めん」などの商品は好評で地域経済に大きく貢
献している。
今回実施したアンケートは，予算の制約上，市民
のなかから無作為に2000件を抽出し，アンケート票
と返送用封筒を同封して郵送により実施した。
調査方法と回収結果
① 調査地域 北海道江別市全域
② 標本構成 標本数 1954（送付総数2000通，
うち46通があて先不明で返送）
回収数 683（回収率；35.0％）
無効数 0
(一部，無効回答の項目があっても
全体としては有効回答とした）
③ 抽出方法 NTT電話帳より無作為に抽出
④ 調査方法 郵便調査法
⑤ 調査時期 2006年12月
３．アンケートの分析結果
実施したアンケートの質問項目は，大きく３つに
分かれている。
P-1から P-7までは，回答者の属性についての設
問で，住んでいる地域の特徴，年齢，主な職業，現
住所の居住年数，同居する家族の人数，世帯の家族
構成，住宅の形状について質問した。
Q-1からQ-7までは，環境問題，リサイクルにつ
いて関心，取り組みの理由，生ごみのリサイクルに
関する考え方，自宅での堆肥化の取り組み，処理す
る主体などの質問である。
さらにQ-8では，ごみの処理費用について，さら
に生ごみをリサイクルするには追加の費用が必要だ
としたらいくらまで支払うことが可能であるかを聞
いた。さらに，リサイクルに対する考え方や，リサ
イクルの促進のためにどのような取り組みが必要で
あるかについて自由に記述してもらうこととした。
⑴ 回答者の属性について
江別市は，札幌市に隣接するベットタウンである
が，住宅地のみならず畑作，酪農などの農業地域を
はじめ，野幌原始林など森林にも隣接し，商業地域
など多様な土地利用形態を有する地域である。回答
者の現住所の地域の土地利用形態の違いと回答は何
らかの相関をみることができるのではないかと考
え，住んでいる地域を，農業地域，林業地域，住宅
地域，商業地域のなかから選んで回答してもらうこ
ととした。ところが，94％近くが「住宅地域」であ
るとの回答であった。「あなたの住んでいるとこと
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は，どの地域か」と聞いたので，回答者が十分に質
問の意味を理解できず，生活をしているのだから住
宅，と考えて回答したようである。
回答者の年齢については，表－1のように58.5％
が60歳以上，50歳代が25.1％，40歳代が12.5％，
30歳代が2.9％，20歳代が0.9％であった。主な職
業については，表－2のように37.3％が無職となっ
ており，回答者の年齢からも無職の高齢者の回答が
多かった。続いて35.8％が会社，工場，役場などに
勤務している。このほか，専業主婦，内職・パート，
農林漁業はそれぞれ10％以下であった。特に学生は
すべての回答者，679通のうち，４通で0.6％と極め
て少ない数であった。今回のアンケート送付先の抽
出は，NTT固定電話加入者の氏名・電話番号・住所
が掲載されている電話帳からの無作為抽出した。そ
のため一人暮らしの学生などはほとんど携帯電話を
持ち，固定電話を設置していないと思われるので，
20歳代の若者にアンケート票が配布されていない
可能性は大きい。そのため，回答者の年齢や職業な
どからアンケートの内容に対して20歳代，あるいは
学生の関心が薄く，回答が少なくなっているという
ことは必ずしもいえないが，江別市が2003年度に市
民向けに実施した「江別市ごみ処理に関する意識調
査」によるアンケート調査においても若年層の回答
が少なかったとの報告もあり，関心は比較的，低い
ことは確かである。
現住所に居住している年数については，15年未満
が18.6％ともっとも多かった。次に多い20年未満
の12.4％とあわせて，およそ４割近くが５年から20
年近く住み，30年以上，住んでいる住民は，おおむ
ね３割近くである。前述したように，今回のアンケー
トでは，20歳代など学生として一時期を過ごしてい
る若者に対してそもそもアンケート票が送付されて
いないものと思われるが，全体的には定住している
住民の意見を聴取することはできたとおもわれる。
また，家族構成については，１人が7.9％であり，
２人から４人が78.9％で札幌に隣接するベッドタ
ウンとして核家族が多いようである。そのことを裏
付けるように世帯の家族構成については31％を占
め，高齢者の29％とともに高い値であった。住宅の
形状については，86.5％が一戸建てで最も多かった。
⑵ 環境問題に対する関心
現在の環境は，どのような状態にあると思うかと
いう質問に対して，「速やかな対策が必要な状態」，
「あまり良い状態とはいえないが対策はまだ必要で
はない状態」，「特に対策は必要ない状態」，「良い状
態」の４つの選択肢から選んでもらった。全体では，
表－3に示すように56.3％が速やかな対策が必要な
状態としている。ところがあまり良い状態とはいえ
ないが対策は必要ではないという回答も含め，対策
は必要ないという回答が，43.6％あった。対策が求
められるとする回答者と，対策を必要としないとい
う回答にほぼ二分される結果となった。
環境問題は，身近なごみ問題から，地球温暖化ま
でさまざまな問題があり，マスコミなどで紹介され
ひとびとの関心は高まっている一方で，江別市では
野幌原始林や石狩川をはじめとして比較的，良好な
自然環境に恵まれ，市民は日常的に豊かな自然に触
れやすいことから，環境は良好であると捉えている
ようである。
年齢ごとに対策の必要性に対する考え方をクロス
集計してみると，比較的，年齢の低い市民のほうが
環境の状態を良くないととらえていることがわか
る。
続いて，「地球温暖化」，「オゾン層の破壊」，「酸性
雨」から「景観・まちなみ保存」まで15項目の環境
表－3 環境の状態
度数 有効パーセント
速やかな対策 364 56.3
あまりよくない 134 20.7
対策必要なし 93 14.4
良い状態 55 8.5
合計 646 100.0
表－2 回答者の職業
度数 有効パーセント
農林漁業 17 2.5
自営業 30 4.4
勤め 243 35.8
内職・パート 44 6.5
専業主婦 44 6.5
無職 253 37.3
学生 4 0.6
その他 44 6.5
合計 679 100.0
表－1 回答者の年齢
度数 有効パーセント
20歳代 6 0.9
30歳代 20 2.9
40歳代 85 12.5
50歳代 171 25.1
60歳代 398 58.5
合計 680 100.0
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問題を抽出し，それぞれに，「関心がある」，「あまり
関心がない」，「やや関心がある」，「関心がある」の
４つの選択肢から選んでもらった。すべての項目に
おいて関心がないという回答は少なかった。年齢ご
とのクロス集計結果においても顕著な差異はみられ
なかった。そのなかから地球温暖化とごみ問題に対
する回答を表－4，５，図－2，３にそれぞれ示した。
つぎにリサイクルは重要であると思うかという設
問に対して，「必要ない」，「あまり重要ではない」，
「どちらかといえば重要」，「とても重要」という４つ
の選択肢のなかから選んでもらった。表－6に示す
ようにとても重要とする回答が68.0％あり，どちら
かといえば重要という回答のあった，27.4％とあわ
せて95.4％とほとんどの回答者が重要であるとと
らえている。年齢ごとのクロス集計では，図－4に示
すように顕著な差異はみられないが，年齢が高くな
るにつれて，若干重要ではないという回答が増える
傾向がみられる。
⑶ リサイクルに対する関心
なぜリサイクルに取り組むことが必要なのかとい
うことについて，「地球資源の有限性」，「もったいな
いから」，「ごみを減らすため」，「子孫に環境や資源
を残すため」，「法律や条令で定められているから」，
「他人もやっているから」，「おしゃれだから」という
設問に対して，「強くそう思う」，「そう思う」，「そう
思わない」，「まったくそう思わない」の４つの選択
肢から選んでもらった。地球資源に限りがあるから
ということについては，59.7％が強くそう思うと回
答し，そう思うとあわせて89.4％がそのように思っ
ている。もったいない，子孫に残したいという設問
に対する回答に対しても関心が高かった。一方，法
律や条令で定められているから，他人もやっている
から，おしゃれだからというような，どちらかとい
表－4 地球温暖化に対する関心
温 暖 化
関心がない
あまり
関心がない やや関心ある 関心がある 合 計
20歳代 度数 1 3 2 6
総和の％ 0.1％ 0.4％ 0.3％ 0.9％
30歳代 度数 1 6 13 20
総和の％ 0.1％ 0.9％ 1.9％ 2.9％
40歳代 度数 1 34 50 85
総和の％ 0.1％ 5.0％ 7.4％ 12.5％
50歳代 度数 2 9 37 123 171
総和の％ 0.3％ 1.3％ 5.4％ 18.1％ 25.1％
60歳代 度数 21 16 78 283 398
総和の％ 3.1％ 2.4％ 11.5％ 41.6％ 58.5％
合計 度数 25 26 158 471 680
総和の％ 3.7％ 3.8％ 23.2％ 69.3％ 100.0％
表－5 廃棄物に対する関心
廃 棄 物
関心がない
あまり
関心がない やや関心ある 関心がある 合 計
20歳代 度数 1 5 6
総和の％ 0.1％ 0.7％ 0.9％
30歳代 度数 1 1 5 13 20
総和の％ 0.1％ 0.1％ 0.7％ 1.9％ 2.9％
40歳代 度数 0 3 30 52 85
総和の％ 0.4％ 4.4％ 7.7％ 12.5％
50歳代 度数 3 8 35 125 171
総和の％ 0.4％ 1.2％ 5.2％ 18.4％ 25.2％
60歳代 度数 16 13 84 284 397
総和の％ 2.4％ 1.9％ 12.4％ 41.8％ 58.5％
合計 度数 20 25 155 479 679
総和の％ 2.9％ 3.7％ 22.8％ 70.5％ 100.0％
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えばリサイクルに対する取り組みを受身的にとらえ
ていることについては，そう思わない，まったくそ
う思わないという否定的な回答が，肯定的な回答を
上回っており，リサイクルの取り組みについては回
答者が自ら何らかの主体的な理由によって取り組ん
でいることがわかった。表－7，8，9に「地球資源に
限りがあるから」，「もったいないから」，「ごみを減
らすため（ごみ減量効果）」について年齢ごとの回答
結果を示した。
続いて，生ごみのリサイクルの方法について「家
畜の飼料としての利用」，「メタンガスとしてエネル
ギーを回収」，「農地の肥料」，「街路樹の肥料」，「ネ
ズミ，害虫の発生を防ぐために速やかに焼却すべき」
という設問に対してそれぞれ「強くそう思う」，「そ
う思う」，「そう思わない」，「まったくそう思わない」
の４つの選択肢から選んでもらった。まず，飼料と
して利用することについては，66.8％が肯定的で，
否定的な回答33.1％を大きく上回っていた。メタン
ガスによるエネルギー回収についても同様に
76.0％が肯定的で，否定的な回答の24.0％を大きく
上回っていた。農地の肥料として利用することに対
しては，肯定的な回答が83.8％あったのに対して，
街路樹の肥料化に対しては68.1％と若干，低いが概
ね肯定的な回答であった。一方，ネズミ，害虫の発
生を防ぐために速やかに焼却すべきかという設問に
対しては，まったくそう思わないが，25.1％，そう
思わないが，38.9％と，否定的な回答はあわせて
64.0％と肯定的な回答，36.0％を大きく上回り，焼
却処理するよりは何らかのリサイクルが必要である
と捉えていることがわかった。これらの設問に対し
ても年齢層ごとのクロス集計を行ったが，いずれも
顕著な差異はみられなかった。
⑷ 家庭での生ごみリサイクルの取り組み
家庭で生ごみをコンポスターや段ボールなどで堆
肥化しているか，という質問に対して，「まったくし
ていない」，「あまりしていない」，「ときどきしてい
る」，「積極的にしている」の４つの選択肢から選ん
でもらった。表－10に示すように「積極的にしてい
る」という回答が27.0％であったのに対して，「まっ
たくしていない」という回答は43.7％であまりして
表－6 リサイクルの重要性
度数 有効パーセント
必要ない 21 3.1
あまり重要ではない 10 1.5
どちらかといえば重要 186 27.4
とても重要 462 68.0
合計 679 100.0
図－4 リサイクルの重要性
図－3 廃棄物に対する関心図－2 地球温暖化に対する関心
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表－9 リサイクルの重要性（ごみ減量効果)
ごみ減量
まったく
思わない 思わない そう思う 強くそう思う 合 計
20歳代 度数 1 3 2 6
総和の％ 0.1％ 0.4％ 0.3％ 0.9％
30歳代 度数 1 1 4 14 20
総和の％ 0.1％ 0.1％ 0.6％ 2.1％ 2.9％
40歳代 度数 2 4 36 43 85
総和の％ 0.3％ 0.6％ 5.3％ 6.3％ 12.5％
50歳代 度数 9 9 67 86 171
総和の％ 1.3％ 1.3％ 9.9％ 12.6％ 25.1％
60歳代 度数 57 16 128 197 398
総和の％ 8.4％ 2.4％ 18.8％ 29.0％ 58.5％
合計 度数 70 30 238 342 680
総和の％ 10.3％ 4.4％ 35.0％ 50.3％ 100.0％
表－8 リサイクルの重要性（もったいない)
もったいない
まったく
思わない 思わない そう思う 強くそう思う 合 計
20歳代 度数 1 3 2 6
総和の％ 0.1％ 0.4％ 0.3％ 0.9％
30歳代 度数 1 10 9 20
総和の％ 0.1％ 1.5％ 1.3％ 2.9％
40歳代 度数 4 3 46 32 85
総和の％ 0.6％ 0.4％ 6.8％ 4.7％ 12.5％
50歳代 度数 10 5 87 69 171
総和の％ 1.5％ 0.7％ 12.8％ 10.1％ 25.1％
60歳代 度数 59 16 158 165 398
総和の％ 8.7％ 2.4％ 23.2％ 24.3％ 58.5％
合計 度数 74 25 304 277 680
総和の％ 10.9％ 3.7％ 44.7％ 40.7％ 100.0％
表－7 リサイクルの重要性（地球資源は有限)
地球資源
まったく
思わない 思わない そう思う 強くそう思う 合 計
20歳代 度数 1 3 2 6
総和の％ 0.1％ 0.4％ 0.3％ 0.9％
30歳代 度数 5 15 20
総和の％ 0.7％ 2.2％ 2.9％
40歳代 度数 2 1 30 52 85
総和の％ 0.3％ 0.1％ 4.4％ 7.6％ 12.5％
50歳代 度数 8 1 56 106 171
総和の％ 1.2％ 0.1％ 8.2％ 15.6％ 25.1％
60歳代 度数 53 5 109 231 398
総和の％ 7.8％ 0.7％ 16.0％ 34.0％ 58.5％
合計 度数 64 7 203 406 680
総和の％ 9.4％ 1.0％ 29.9％ 59.7％ 100.0％
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いない回答とあわせて55.6％が，家庭内で堆肥化に
取り組んでいるわけではないとする回答が半数を超
えていた。年齢によるクロス集計によれば，年齢の
高いほうが比較的，取り組みが多い傾向にある。
⑸ 生ごみ処理の責任主体
さらに，生ごみを処理する責任の主体について，
「それぞれの家庭」，「自治体（市役所」，「専門の業者」，
さらに「わからない」のなかから選んでもらった。
表－11に示すようにわからないという回答は，
8.3％であった。家庭の責任であるとする回答は
49.0％と最も多く，自治体が27.7％，専門業者が
15.0％と続いている。
現在の法律上では，家庭から排出する生ごみは一
般廃棄物に含まれ，自治体の処理責任とされている
が，このアンケートの回答者は，家庭での責任とし
ている回答が半数近くあったことは，人びとの関心
が高いことをあらわしているものとおもわれる。
４．ま と め
アンケートでは，配布において固定電話の加入者
からの無作為抽出であったことから，多くが携帯電
話を利用して固定電話に加入していないと思われる
若者層が含まれていない可能性や，そもそも配布数
ならびに回収率から江別市民の考え方を聴取できた
とはいえない。
しかしながら，全体的な傾向を把握する一助に
なったものと考えている。とくに環境問題に対する
取り組みの緊急性についてはおおむね半数が危機感
を持っているのに対して，のこりの半数の回答は対
策が必要とは考えておらず，恵まれた自然環境にあ
ることが反映しているものと思われる。
その一方で，地球温暖化などさまざまな環境問題
に対しては高い関心を示している。年齢，職業によっ
て若干の差異はみられるが，顕著ではない。
また，市によるびん，缶，ペットボトルなどの容
器包装の分別回収，トレーなどの店頭回収，新聞・
雑誌などの集団回収など，さまざまなリサイクルが
すすむなか，不適切な処理・処分によって腐敗や害
虫などの発生原因となるおそれの大きな生ごみにつ
いては，ほとんどが何らかのリサイクルを求めてお
り，焼却処理については，否定的な回答が多かった。
しかしながら，実際に家庭で生ごみのリサイクルを
実行しているのは３分の１に満たない。家庭での生
ごみのリサイクルは，ほとんどが庭先においたコン
ポスターや段ボール箱を利用して堆肥化することで
あると思われるので，庭があり堆肥を利用できる戸
建の住宅に限られるのかも知れない。その一方で半
数近くが自ら責任をもって処理することが必要であ
ると回答していることから，家庭内で効率的に堆肥
化できる装置や技術を開発すること，できあがった
堆肥の需用先を確保することなどが今後の課題とし
てあげることができる。
さらに2005（平成17）年度に江別市では，家庭か
ら排出されるごみの処理に市民一人当たり年間，
15,791円かかっているが，生ごみをリサイクルする
ため費用負担が必要だとしたら，回答者が一人当た
り年間いくら位なら支払ってよいかという質問に対
しては，43.8％が追加費用の負担はしたくないとい
う意味でゼロと回答しているが，１円以上，12,000
円以下なら追加負担するという回答は48.1％あっ
た。さらに12,000円以上20,000円未満という回答
が6.5％あった。ばらつきが大きく詳しい分析はで
きないが，何らかの追加的な費用負担を容認してい
る意見が半数以上あったことは記しておきたい。
いずれにせよ，地方自治体のごみ行政においては，
容器包装のリサイクルとともに，生ごみの処理が今
後の重要な課題になるものと予想されるが，江別市
民は，リサイクルに対する関心が高いことがわかっ
た。今後は，市内のバイオマスのフローチャートと
今回，実施したアンケート調査を踏まえて住民参加
型の生ごみリサイクル・システムを構築していくこ
とが求められる。そのことについては自由回答の分
析を含めて，改めて報告することとしたい。
最後になったが，今回のアンケートにご協力いた
だいた江別市民のみなさまはじめ，アンケートの集
計に協力いただいた，酪農学園大学・資源再利用学
研究室のゼミナール学生の皆さんに感謝申し上げ
表－10 家庭での堆肥化
度数 有効パーセント
まったくなし 298 43.7
あまりしない 81 11.9
ときどき 119 17.4
積極的 184 27.0
合計 682 100.0
表－11 生ごみの処理責任
度数 有効パーセント
家庭 331 49.0
自治体 187 27.7
専門業者 101 15.0
わからない 56 8.3
合計 675 100.0
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